
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
八
十
三
号

公
共
企
業
体
労
働
関
係
法
の
施
行
に
関
す
る
法

律
　
抄

公
共
企
業
体
労
働
関
係
法
の
施
行
に
関
す
る
法
律

（
職
員
の
団
体
の
経
過
措
置
）

第
一
条
　
公
共
企
業
体
労
働
関
係
法
（
昭
和
二
十
三
年
法

律
第
二
百
五
十
七
号
）
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
施
行

の
際
法
第
二
条
第
二
項
の
職
員
（
以
下
「
職
員
」
と
い

う
。
）
と
な
る
べ
き
者
を
主
た
る
構
成
員
と
す
る
団
体

で
あ
つ
て
現
に
存
し
、
且
つ
、
労
働
組
合
法
（
昭
和
二

十
四
年
法
律
第
百
七
十
四
号
）
第
二
条
に
規
定
す
る
要

件
を
備
え
る
も
の
は
、
法
施
行
の
際
法
の
適
用
を
受
け

る
労
働
組
合
（
以
下
「
組
合
」
と
い
う
。
）
と
な
り
、

引
き
続
き
存
続
す
る
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
法
人
と
し
て
存
続
す
る
団
体
及

び
同
項
の
規
定
に
該
当
し
な
い
団
体
で
あ
つ
て
法
人
で

あ
つ
た
も
の
の
登
記
そ
の
他
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で

定
め
る
。

３
　
第
一
項
の
団
体
の
構
成
員
で
あ
つ
て
法
施
行
の
際
職

員
と
な
ら
な
い
者
は
、
法
施
行
の
際
そ
の
団
体
を
脱
退

し
た
も
の
と
す
る
。

４
　
第
一
項
の
規
定
に
よ
つ
て
組
合
と
な
つ
た
も
の
の
代

表
者
は
、
昭
和
二
十
四
年
六
月
三
十
日
ま
で
に
労
働
大

臣
に
対
し
そ
の
規
約
並
び
に
役
員
の
住
所
及
び
氏
名
を

届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附
　
則

こ
の
法
律
は
、
昭
和
二
十
四
年
六
月
一
日
か
ら
施
行

す
る
。附

　
則
　
（
昭
和
二
四
年
六
月
一
日
法
律
第
一
七

四
号
）
　
抄

１
　
こ
の
法
律
施
行
の
期
日
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し

て
三
十
日
を
越
え
な
い
期
間
内
に
お
い
て
、
政
令
で
定

め
る
。
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